
 

 
令和６年度 自己評価計画書 石川県立鹿西高等学校 

重点目標 具体的取組 主担当 現  状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考 

１ 学習習慣の確立と教
科指導力の向上 

① 研究授業・相互参観授業並び
に協議会を計画的に行い、全
教員の組織的な授業研究によ
って、思考力を高める授業を
展開する。 

教務課 
全教員 

主体的な学びを促
す、より効果的な
取り組みが求めら
れる。研究授業・
相互参観授業等も
実施しながら、思
考力・判断力・表
現力につながる実
践を行っている。 

【努力指標】 
思考力・判断力
・表現力を育成
する学習活動を
取り入れた授業
を展開する。 

【教員】思考力・判断力・表現力を育成する学
習活動を取り入れた授業を毎回行っていると答
える教員が 
Ａ ６０％以上 
Ｂ ５０％以上 
Ｃ ４０％以上 
Ｄ  ４０％未満 

ＣまたはＤ
の場合は改
善策を検討 
 
 

７月と
１２月
に調査 

・学ぶ楽しさや充実

感、達成感によっ

て笑顔が得られる

授業を展開し、生

徒が自ら計画を立

て、進んで学習に

向かう力を育成す

る。  

 

・若手教員早期育成

プログラム、中高

連携（中能登中学

校との学習交流会

等）、他校への授

業参観、大学入試

問題研究の推進等

により指導力の向

上に努める。  

 

・GIGA 校内研修推

進リーダーを中心

とした校内研修を

通じて、一人一台

端末環境を生かし

た授業改善に取り

組み、学びの質の

向上を目指す。 

② 生徒による授業評価結果を授
業改善に生かし、学習意欲と
学力の向上につなげる。 

教務課 
全教員 

生徒の学習意欲と
学力の向上は喫緊
の課題である。授
業評価の結果が低
いわけではない 
が、自身の実践を
客観的に振り返り
授業改善に取り組
む必要がある。 

【成果指標】 
生徒は授業に動
機づけられ意欲
的に学習に取り
組んでいる。 

【生徒】授業が動機づけとなり意欲的に学習に
取り組んでいると答える生徒が 
Ａ ９５％以上 
Ｂ ９０％以上 
Ｃ ８５％以上 
Ｄ  ８５％未満 

Ｄの場合は
改善策を検
討 

７月と
１２月
に調査 

③ 家庭学習時間や出席状況を把
握し、その調査結果を全教員
が共有し、生徒個々への指導
・助言・相談に携わる。 

教務課 
全教員 

家庭学習時間に関
する調査結果を全
教員で共有しなが
ら、生徒の現況に
応じた学習指導を
する必要がある。 
 

【成果指標】 
生徒が、平日の
家庭学習時間に
おいて以下の目
標を達成してい
る。 
前期 
１年   ９０分 
２年 １１０分 
３年 １３０分 
後期 
１年 １００分 
２年 １２０分 
３年 １５０分 

【生徒】目標家庭学習時間を達成した生徒が 
Ａ ５５％以上 
Ｂ ４０％以上 
Ｃ ３０％以上 
Ｄ ３０％未満 

Ｄの場合は
改善策を検
討 

定期的
に平均
学習時
間を調
査 

④ 校内研修推進リーダーを中心
に、校内研修を通してICT活用
指導力の向上を図る。 
 

教務課 
全教員 

ICTを利用した授業
はかなり実施され
ているが、さらに
学習効果を高める
ための取り組みを
工夫する必要があ
る。 

【満足度指標】 
ICTを用いた授業
が生徒から高く
評価されてい 
る。 

【生徒】授業でICT機器を用い、学習効果があが
っていると感じる生徒が 
Ａ ９５％以上 
Ｂ ９０％以上 
Ｃ ８５％以上 
Ｄ ８５％未満 

Ｄの場合は
改善策を検
討 

７月と
１２月
に調査 



重点目標 具体的取組 主担当 現  状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考 

２ 豊かな人間性の育

成、健康や体力の増

進、たくましい人づ

くりの推進 

①  ② 鹿高祭、校内球技大会、校内
合唱大会等の学校行事を通し
て生徒の自主性・協調性を育
成する。 

生徒課 
全教員 

生徒会活動は活発
であるが、豊かな
人間性や社会性を
育むため、より主
体的な活動に取り
組むようにするこ
とが必要である。 
 

【満足度指標】 
生徒が主体的に
参加し、生徒会
活動に満足して
いる。 

【生徒】学校行事を通して自主性、協調性が身
についたと考えている生徒の割合は 
Ａ ９０％以上   
Ｂ ８０％以上 
Ｃ ７０％以上 
Ｄ ７０％未満 

ＣまたはＤ
の場合は改
善策を検討 
 
 

７月と 
１２月
に調査 
 
 

・生徒会活動や学校

行事、部活動、ボ

ランティア活動を

通して、豊かな人

間性や社会性を育

む。 

 

・事実や結果を真正

面から受け止め、

前向き、ポジティ

ブな思考を持ちな

がら前へ進むこと

ができる生徒を育

てる。 

②  ④ 問題を抱えている生徒に対し
て、生徒課・保健相談課・担
任・学年主任が連携するとと
もに全教員で解決にあたる。 
悩みを抱える生徒の早期発見
早期対策を行う。 

生徒課 
保健相談
課 
全教員 

いじめ等の問題や
心の問題を抱える
生徒への支援につ
いては、ホーム担
任が中心となって
いるが、より組織
的で早期の対応が
求められる。 

【成果指標】 
生徒が意欲的に
登校できるよう
に組織的な支援
を行っている。 

【教員】各課・学年と連携がとれて、問題を抱
えた生徒の早期把握と対策がとれたと答える教
員が 
Ａ ８０％以上 
Ｂ ７０％以上 
Ｃ ６０％以上 
Ｄ ６０％未満 

ＣまたはＤ
の場合は改
善策を検討 

７月と
１２月
に調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



重点目標           具体的取組 主担当 現 状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準  判定基準 備考 

３ キャリア教育の推進
と進路指導体制の確
立 

① 「総合的な探究の時間」等の
活動を通して、ふるさとや将
来について考え、主体的な進
路の選択能力を養う。 
 

全教員 
教務課 
 

地元の方々との協
働により、取組の
成果が表れている。 
 

【成果指標】 
取組を主体的な
進路の選択能力
の育成に結び付 
ける。 
 

【生徒】取組によってふるさとや将来について
考えられたと答える生徒の割合が 
Ａ ９５％以上 
Ｂ ８５％以上 
Ｃ ８０％以上 
Ｄ ８０％未満 

ＣまたはＤ
の場合は改
善策を検討 

７月と 
１２月
に調査 

・地域と連携した総

合的な探究の時間

等を通して、課題

を発見し解決して

いくための資質・

能力を向上させ 

る。 

・教職員間の連携・

協力を密にし、指

導方法や指導体制

を工夫して、３年

間を見通した進路

指導体制を構築す

る。 

②   定期的な進路情報の提供に努
め、大学見学会、進路希望別
説明会、保護者懇談会、コー
ス選択説明会、卒業生と語る
会等進路ガイダンスを充実さ
せる。 

進路指導
課 
担任 

進路意識が希薄で
目標設定が遅れが
ちで、進路実現の
ための準備が遅れ
てしまい、学力養
成が十分できない
生徒が多い。 

【努力指標】 
生徒の意欲を引
き出す進路ガイ
ダンスを実施す
る。 

【教員（担任+進路指導課）】 
 生徒の進路実現に向けた意欲が高まるような進路
ガイダンスを行っていると答える教員の割合が 
Ａ ９５％以上   
Ｂ ８５％以上 
Ｃ ７５％以上 
Ｄ ７５％未満 
※進路ガイダンスには、個人面談、奨学金説明
会、大学見学会、各学年集会の進路説明会、コ
ース選択説明会、卒業生と語る会等を含める。 

ＣまたはＤ
の場合は改
善策を検討 

７月と
１２月
に調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



重点目標           具体的取組 主担当 現 状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準  判定基準 備考 

４ 保護者や地域から信
頼される学校づくり
の推進 

① 各課・学年が連携して教育効
果を高める情報を保護者に提
供し、学校と保護者が一体と
なるように、学校行事等への
参加を積極的に呼びかける。 

総務課 
全教員 

PTA総会や教育懇談
会の出席率が低い。
生徒が活躍する保
護者にとって有益
な情報を提供でき
るような取り組み
が必要である。 

【成果指標】 
保護者が学校の
教育活動に関心
を持ち、本校に
足を運びたいと
思っている。 

【保護者】PTA総会、PTA教育懇談会、教育ウィ
ーク等年間を通して生徒や学校の様子を見に来
校した保護者の延べ人数が 
Ａ ６００人以上 
Ｂ ５５０以上 
Ｃ  ５００以上 
Ｄ  ５００未満 

ＣまたはＤ
の場合は改
善策を検討 

１１月
に調査 

・広報活動の充実を
図り、本校の教育
活動の理解が深ま
るように努める。  

 

・中学校の生徒や保

護者に本校の教育

活動の特色や魅力

を伝え、本校への

志願者の確保に努

める。 

② ホームページの内容を充実さ
せ、本校の教育活動の内容を
保護者に理解してもらうとと
もに、学校配信メールによる
情報提供の充実を図る。 

総務課 
教務課 
進路指導
課 
全教員 

より一層ホームペ
ージや学校配信メ
ールによる情報発
信の充実に努める
必要がある。 

【満足度指標】 
ホームページや
通信文書を見る
保護者が多くな
り教育活動への
理解が深まる。 

【保護者】ホームページや学校からの通信文書
により、教育活動が分かりやすいと感じている
保護者の割合が 
Ａ ９５％以上 
Ｂ ９０％以上 
Ｃ ８５％以上 
Ｄ ８５％未満 

ＣまたはＤ
の場合は改
善策を検討 

７月と 
１２月
に調査 

③ 教員が業務効率化を進めなが
ら、教育効果を高めるために
組織的な改革に取り組む。 

全教職員 業務の平準化に加
え、行事や業務の
見直し等、業務の
効率化に向けての
対応はまだ道半ば
である。効率的で
より効果的な業務
が求められる。 

【成果指標】 
学校が組織的に
業務効率改善に
取り組むととも
に、教員も業務
効率化意識が高
まっている。 

【教員】学校が組織的に業務効率化を進めてい
ることにより、業務効率化が進んでいると実感
している教員の割合が 
Ａ ７５％以上 
Ｂ ６５％以上 
Ｃ ６０％以上 
Ｄ ６０％未満 

ＣまたはＤ
の場合は改
善策を検討 

７月と
１２月
に調査 

 


